






























者数 3,592,378名）、高等学校 8,385名（高等学校在学者数 3,367,489名）
である。5）
これに対し、平成 20（2008）年における、不登校 6）児童・生徒（30日























原告一郎は、平成 3（1991）年 2月 23日に埼玉県から被告七塚
町の設置する七塚町立七塚小学校４年１組に転校し、平成 3（1991）



















































②　原告一郎は、中学２年生に在学中の昭和 59（1984）年 10月 26
日、技術科の授業中に同級生のＤに製作中の座椅子で後頭部を殴
られて負傷した。









⑥　昭和 60（1985）年 9月 17日、学校を無断で欠席し、以後卒業
式まで約６ヶ月間学校への登校を拒否した。


















②　原告は、平成 10（1998）年 5月 22日、被告同級生等より同日
午後 8時頃から約 30分間にわたり、無抵抗のまま、暴行を受けた。
③　原告は、平成 10（1998）年 5月 25日、被告同級生等より同日


















































































































































































































































1）     本稿においては、「学校」を学校教育法における、いわゆる一条校、つまり、幼稚園、小学校、
中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校の中で、義務教育
である小学校及び中学校とする。





3）     米沢広一「障害児の教育を受ける権利〈特集 :特別ニーズと教育・人権の争点〉」障害者問題
研究 36巻 1号（2008年）10頁以下参照。
4）     家庭における子どもの人権侵害行為として児童虐待を取り扱ったものに、佐藤馨『改訂版　
子どもの人権　児童虐待と法的対応』（2009年、文芸社）がある。
5）     「平成 19年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
        文部科学省サイト
        【http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/11/08111707/002.pdf 】（最終アクセス：平成 21
（2009）年 9月 6日）






7）     文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
        文部科学省サイト
        【http: / /www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/08/__icsFiles/afieldfile/2009/08/06/
1282877_1_1.pdf 】（最終アクセス：平成 21（2009）年 9月 6日）
8）     教育基本法前文
9）     杉原泰雄『新版体系憲法事典』 （2008年、青林書院）630頁［今野健一］。藤井俊夫『憲法と人
権Ⅱ』（2008年、成文堂）332頁以下も参照。






11）     学テ・北海道事件・最大判昭和 51年 5月 21日刑集 30巻 5号 615頁。
          　また、政府の見解についても、判例と同様の見解を明らかにしている。（「第 164回国会衆
議院教育基本法に関する特別委員会（委員長：森山眞弓）第 12号（平成 18年 6月 8日）」（小
坂文部科学大臣発言）） 
          衆議院サイト　委員会会議録
          【http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_kaigiroku.htm 】（最終アクセス：平成 21
（2009）年 9月 1日）








12）     首相官邸サイト
          【http://www.kantei.go.jp/jp/kyouiku/houkoku/1222report.html 】（最終アクセス：平成 21
（2009）年 9月 15日）
13）     文部科学省サイト
          【http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/030301.htm 】（最終アクセ
ス：平成 21（2009）年 9月 15日）
14）     佐々木幸寿・柳瀬昇『憲法と教育』 （2008年、学文社）44頁。
15）     「第 164回国会衆議院教育基本法に関する特別委員会（委員長：森山眞弓）第 6号（平成 18（2006）
年 5月 31日）」（田中壮一郎文部科学省生涯学習政策局長発言）
          衆議院サイト　委員会会議録
          【http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_kaigiroku.htm 】（最終アクセス：平成 21
（2009）年 9月 5日）






17）     中学生に対し体罰を加え登校を禁止した教諭の行為は懲戒権の範囲を逸脱した違法があると
された事例として「損害賠償請求事件・浦和地判平成 2年 3月 26日」がある。
18）     この点について民法は、保護者に対して、「子の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う」
（820条）とている。
19）     篠原清昭編『学校のための法学』 （2008年、ミネルヴァ書房） 131頁［篠原清昭］。
20）     「課程の修了又は卒業の認定等について」（昭和 28年 3月 12日　兵庫県教育委員会教育長あ
て　初等中等教育局長回答　委初第 28号）





としている。（「課程の修了又は卒業の認定等について」（昭和 28年 3月 12日　兵庫県教育委
員会教育長あて　初等中等教育局長回答　委初第 28号））
22）     平成 4（1992）年 3月に取りまとめられた有識者による「登校拒否（不登校）問題について」
報告に関する平成 4（1992）年 9月 24日付の文部省初等中等教育局長通知（文初中第 330号）。

















24）      志木市サイト
          【http://www.city.shiki.lg.jp/52,3186,213.html 】（最終アクセス：平成 21（2009）年 9月 6日）
25）     杉原泰雄・前掲注）9書 637頁以下［今野健一］。
26）     杉原泰雄・前掲注）9書 638頁以下［今野健一］。
27）     いじめ自殺事件については、「いわき市立中学校いじめ自殺事件・福島地裁いわき支部判平成
2年 12月 26日判時 1372号 27頁」、「中野富士見中学校いじめ自殺事件・東京高裁判平成 6年
5月 20日判時 1495号 42頁」、「津久井町立中学校いじめ自殺事件・東京高裁判平成 14年 1月
31日判時 1773号 3頁」など多くの事案があり、いじめが自殺にまで発展するケースが決して
特殊なものではないといわざるを得ない。
